
 

日弁連総第１６６号 

２０１３年（平成２５年）３月２５日 

 

福岡拘置所長 別 府 公 昭 殿 

 

日本弁護士連合会 

会長 山 岸 憲 司 

 

勧 告 書 

 

 当連合会は，福拘○○○号申立てに係る人権救済申立事件（２０１０年度第１０

号人権救済申立事件）につき，貴殿に対し，以下のとおり勧告する。 

 

第１ 勧告の趣旨 

  刑事施設において，受刑者以外の被収容者が自弁購入をしようとするに際し， 

自己の刑事手続において黙秘していることを理由に誕生月日を明かすことを拒ん 

でいる場合において，一律に誕生月日の記載を前提としたマークシート方式を強 

制することは，自弁購入をするために黙秘することを放棄するか，黙秘を貫徹す 

るために自弁購入をあきらめるかの二者択一を迫ることになり，その結果として 

被収容者の黙秘権あるいは自己の誕生月日を明かさないという黙秘権に準じる重 

要な利益と被収容者の自弁購入の権利のいずれかを必然的に侵害することになる 

から，旧来の願せん使用を認める，あるいは暗証番号による本人確認を行うなど，

被収容者が誕生月日を明かすことなく自弁購入可能となるような適宜の措置をと 

るべきである。 

 

第２ 勧告の理由 

  別紙「調査報告書」記載のとおり。 
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２０１３年（平成２５年）３月１４日 

日本弁護士連合会 

人権擁護委員会 
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事件名 福岡拘置所における個人情報の侵害に関する人権救済申立事件（２０１０ 

年度第１０号） 

受付日 ２０１０年２月１０日 

申立人 福拘○○○号 

相手方 福岡拘置所長 

 

第１ 結論 

  福岡拘置所長に対し，別紙のとおり，勧告することを相当とする。 

  なお，併せて，法務大臣に参考送付することが相当である。 

 

第２ 理由 

 １ 申立ての趣旨 

   現在，刑事施設において採用されているマークシート方式による自弁購入に

関して，黙秘を理由にマークシート方式による自弁購入を望まない，受刑者以

外の被収容者に対しては，マークシート方式を強要せず旧来の願せん使用を認

めるように勧告することを求める。 

 ２ 申立ての理由 

  (1) 全国の刑務所や拘置所等の刑事施設においては，自弁購入の際にマークシ

ート方式が広く用いられるようになっているが，当該方式では個人の特定の

ため称呼番号のほか誕生月日にもマークする仕組みになっている。 

  (2) しかし，申立人は刑事手続において自己の氏名や生年月日も含めて黙秘し

ている被告人であり，刑事手続における黙秘を貫くために拘置所においても

氏名も誕生月日も明かしておらず，自弁購入の際にも誕生月日を明かしたく

ないという理由で願せん方式による自弁購入を申し出たが，認められなかっ

た。 

    なお，申立人が購入を求めたにも拘わらず認められなかった具体的な物品

としてはコーヒー，カイロ，手袋，ボールペンが挙げられており，このうち

ボールペンについては差し入れ可能なので入手できたが，コーヒー，カイロ，

手袋は差し入れが認められないため，入手できなかったとされている。 

  (3) 福岡拘置所の上記措置は，黙秘を貫くために誕生月日を明かさないことを

希望する，受刑者以外の被収容者の物品購入の障害となることから，希望者

には願せんによる自弁購入を認めるべきである。 

 

 ３ 調査経過 
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   ２０１０年 ２月１０日 申立て受理 

         ５月２６日 予備審査開始 

        １０月２８日 調査開始 

   ２０１１年 １月２７日 全矯正管区宛て照会書発送 

         ２月２２日～２８日 各矯正管区からの回答受付 

         ２月２４日 福岡矯正管区からの回答受付 

         ５月 ６日 福岡拘置所宛て照会書発送 

         ７月２５日 福岡拘置所からの回答受付 

        １０月１４日 申立人宛て照会書発送 

        １１月 ７日 申立人からの回答受付 

   ２０１２年 １月１８日 福岡拘置所宛て照会書発送 

         ３月 ７日 福岡拘置所からの回答受付 

    １０月２５日 香川県弁護士会から聴取 

 ４ 当委員会の判断 

  (1) 事実関係 

   ① 申立人は２００９年３月１０日に威力業務妨害罪で起訴され，同年３月

２５日から福岡拘置所で勾留されることになった。 

     申立人は起訴された刑事手続において一貫して黙秘し，その一環として

氏名は用いずに称呼番号をもって自己を特定していたほか，自己の誕生月

日も明かしていなかった。 

   ② 申立人が勾留されていた当時，福岡拘置所においては被収容者が自弁で

物品の購入をするときは一部の例外を除きマークシートを用いてすること

とされ，その場合は購入申込者の誕生月日を記載しなければ購入できない

仕組みになっていた。 

申立人は勾留対象の被告事件で自己の誕生月日を明かしていなかった趣

旨を貫徹するため，マークシートを用いた物品購入はしないとの方針で願

せんを用いての物品購入を複数回申し出たが，拘置所は願せんでの物品購

入を認めなかった。 

     なお，申立人が願せんを用いての物品購入を申し出たとの事実について，

福岡拘置所は平成２３年７月２１日付け回答においてその事実の存在を否

定する。 

     しかし，申立人の詳細な日記（日々の事件と並行して記載されているも

ので，事後の作成は困難と思われるもの）の記載や拘置所の外部に宛てて

差し出された手紙の記載及び申立人が勾留されているまさにその最中に本
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件申立てをしているという事実自体から，申立人が願せんを用いての物品

購入を申し出たという事実がなかったとは考えられないので，この点につ

いては申立人が願せんを用いて物品購入を申し出た事実があったと認定す

る。 

   ③ 福岡拘置所からの回答によれば，２００２年７月頃以降，定期の購入申

請日における自弁物品の購入はマークシートを用いて行う運用になったが，

次の場合は願せんによる購入を認めるとのことである。 

     ア 定期の購入申請日以外に臨時の購入申請があったときは，個別に必

要性を判断した上で，願せんによる物品購入を認めている。 

     イ 私本のうち，拘置所が指定する週刊誌（購入希望の多いもの）以外

の週刊誌や単行本については，定期の購入申請において専用の願せん

による購入を認めている。 

     ウ 新聞については，定期の購入申請において専用の願せんによる購入

を認めている。 

     エ 郵券については，郵券が不足し重要用務等に関する信書の発信に支

障が生じるおそれがあると認められる場合などには，願せんによる購

入を認めている。 

     オ レターパックについては，必要の都度願せんによる購入を認めてい

る。 

   ④ 少なくとも香川県弁護士会の人権擁護委員会委員が赴いた刑務所におい

ては，マークシートの機械の設定変更により生年月日（誕生月日も同じと

思われる。）を記入しなくとも，機械が受け付けることができると回答し

ていることが見受けられる。 

   ⑤ 本件と類似の案件については，複数の弁護士会において少なくとも次の

とおりの措置が執られている。 

    ア ２００３年２月２０日 

      第二東京弁護士会から東京拘置所に対し，被告人・被疑者による日用

雑貨・食品・郵券の購入の申込みにあたり，当該被告人・被疑者が黙秘

権を行使する場合には，マークシート方式ではなく手書き方式の用紙の

使用を保障すること，又はマークシート方式を用いる場合であってもシ

ステムを変更することにより誕生月日のマークがなくてもエラーしない

システムにすべきである旨の勧告 

    イ ２００３年２月２６日 

      東京弁護士会から法務省矯正局及び東京拘置所に対し，誕生月日を記
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載，マークさせるマークシート方式を速やかに是正すべきである旨の警

告 

    ウ ２００９年１１月１９日 

      福岡県弁護士会から福岡拘置所に対し，誕生月日欄記入を肯んじない

物品購入希望者には，４桁の暗証番号方式の併用を認めるようにすべき

である旨の勧告 

  (2) 判断 

① 誕生月日不開示の利益 

     憲法第３８条第１項にて，何人も自己に「不利益な供述」を強制されな

いいわゆる憲法上の黙秘権又は自己帰罪拒否特権（以下「憲法上の黙秘権」

という。）が保障されるところ，刑事訴訟法第３１１条第１項において被

告人が終始沈黙することが認められていることや同法第１９８条第２項に

おいては自己の意思に反して供述する必要がないと規定していることから

すると，憲法上の黙秘権の保障は、誕生月日についても及ぶものと考える

べきであり，刑事手続が係属中で当該手続において誕生月日を黙秘によっ

て防御している被告人については，収容されている刑事施設においても誕

生月日について黙秘を認めるべきである。 

     この点，憲法上の黙秘権の保障は自己に不利益な事項に限られ，通常は

自己に不利益な事項に該当しない氏名を黙秘することについてまでは直接

保障されないとの趣旨を述べた判例もある（最大判昭和３２年２月２０日，

最決昭和４０年７月２０日）。 

     しかし，上記各判例はいずれも要式行為である弁護人選任届や上告申立

書について要式の欠缺を理由にその効力を否定したに留まる判決であって

本件とは事案を異にするし，特に昭和３２年判決においては氏名に関する

黙秘権の否定について，「原則として」との留保が付されており，これは

氏名であっても黙秘権の対象になり得ることを示している。 

そして，原則として不利益な事項とは言えない事項であっても，例外的

には不利益な事項に該当する場合は，誰かが不利益か否かを判断しなけれ

ばならないが，その判断は当事者本人にさせなければ結局のところ間接的

に黙秘している内容の供述を実質的に強制することになりかねず，それを

避けるためには黙秘権の及ぶ対象を氏名等にも一律に及ぼすしかないこと

などを理由に，前記の各判例の考え方には学説上の批判も強い。 

     また，仮に氏名等が憲法第３８条第１項にいう不利益な事項とは言えな

いとの前提に立ったとしても，刑事訴訟法第３１１条第１項は憲法上の権
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利をさらに進めて一切の供述を拒むことができる旨を定めたものであり，

少なくとも刑事訴訟法上は氏名や誕生月日など一見犯罪事実とは関係ない

ように見える事項も含め一切の供述を拒む権利が保障されている。 

しかるに，公判中に被告人が収容される刑事施設では，氏名や誕生月日

を明らかにすることを強制されるのであれば，法務省のもとに置かれる刑

事施設と法務大臣に一般に指揮監督される検察官の関係から，刑事訴訟法

上の黙秘の権利の保障が無意味になりかねない。 

したがって，刑事訴訟法第３１１条第１項の権利として，被告人は収容

されている刑事施設においても，氏名や誕生月日など公判で黙秘する事項

は一切の説明を拒む権利が保障されていると考えるべきである。 

さらに譲って，仮に氏名や誕生月日が憲法上や刑事訴訟法上の黙秘権の

対象にはならないとの立場に立つとしても，自己の刑事手続が係属中で当

該手続においては誕生月日について黙秘することによって防御している被

告人が勾留を受けている刑事施設に対して誕生月日を黙秘しようとするこ

とは，例えば，個人特定を回避することにより，他の犯罪との関連を追及

される可能性を遮断する意義もあり得るところであり，自己に関する刑事

手続の防御という観点から重要な利益を有することについては疑いがない。 

     したがって，申立人の誕生月日を刑事施設に明かしたくないという意思

は，憲法又は刑事訴訟法上の黙秘権あるいは，少なくとも黙秘権に準じる

重要な利益として最大限尊重されるべきものである。 

   ② 自弁購入の権利 

     刑事施設の被収容者であっても，受刑者以外の被収容者は，施設内で購

入可能な物品を自己の資金で購入することは本来的に自由な行為というべ

きであり，刑事収容施設及び被収容者の処遇に関する法律第４１条第２項

でも原則として自弁の物品の使用等の権利が認められている。 

本件申立てにおいて，申立人は受刑者以外の被収容者の立場であり，ま

た，自弁購入しようとした物品は，福岡拘置所における自弁購入の対象物

品であり，刑事収容施設及び被収容者の処遇に関する法律第４１条第２項

に定める自弁の物品の使用等が許されない場合に該当しないことも明らか

である。 

   ③ 対立利益の検討 

     これに対し，拘置所がその収容者に対しマークシートによらなければ物

品の購入を認めないとする実質的な理由としては，各矯正管区からの回答

を見ても，事務処理効率化の要請に尽きていると言える。 
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     しかし，上記(1)の事実関係からは，福岡拘置所においても，私本，新聞，

郵券，レターパックなどについては特別な場合でなくてもごく一般的に願

せんによる購入を認めていることが窺われる上，それ以外の物品について

も臨時の購入申請があった場合は願せんによる購入を認めているとのこと

であり，その頻度は不明であるものの相当数の願せんによる購入が行われ

ているのは間違いないと考えられる。 

     そうだとすれば，申立人のように自己の重要な権利あるいは利益を実現

する目的をもって願せんによる購入を申し出た者に対してまで一律にマー

クシートによらせなければ事務の処理が停滞するとは，およそ考えられな

い。 

     他方，誕生月日の記載を必須とする理由について，回答のあった内容に

は「称呼番号と誕生月日を記入し，双方の情報から本人であることを確認

し，誤購入を防止」，「本人確認の方法として適当であるため」，「他の

氏名を用いてマークシートを記載し，購入することを防止するため，本人

しか知り得ない誕生月日を記載させている」といったものがあるが，本人

確認が目的であれば誕生月日に限らず例えば暗証番号を用いることなどに

より代替が可能なはずであるし，「本人しか知り得ない」という観点から

は，誕生月日よりむしろ暗証番号の方が優れているとさえ言える。 

     また，福岡拘置所の機械が，香川県弁護士会の人権擁護委員会委員が赴

いた刑務所のマークシート機械と同様の機種か否かは不明であるが，機械

の設定を変更して暗証番号を記載させるなどの方法が技術的に不可能であ

ることはあまり考えにくく，誕生月日は自弁購入希望者の特定に関しては

不必要な情報だと考えられる。 

     その意味でも事務処理の効率性を維持しながら誕生月日を示すことを拒

む被収容者の利益を尊重して暗証番号を用いる等の代替措置をとることは

十分可能と考えられる。 

   ④ 小括 

     上記のとおり，自己の誕生月日を明かしたくないという申立人の意思は

黙秘権あるいはそれに準じる重要な利益であり，それを尊重するため例外

的に代替措置をとることとしても，そのことによって事務処理が停滞する

とは考えられない。 

     それにも拘わらず，申立人が自己の誕生月日を明かさずに自弁購入がで

きるような代替措置を求めた場合にまで，一律に誕生月日の記載を前提と

したマークシート方式を強制することは，結果として，自弁購入をするた
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めに黙秘を放棄するか黙秘を貫徹するために自弁購入をあきらめるかの二

者択一を迫ることを意味し，申立人が自弁購入をすることにした場合には

黙秘権あるいはそれに準じる黙秘の利益を侵害し，黙秘を貫徹した場合は

自弁購入の権利を侵害することになるから，いずれにしても申立人の人権

を侵害することになる。 

     したがって，申立ての趣旨には理由がある。 

 ５ 結論 

   以上より福岡拘置所長に対し，別紙勧告書記載のとおり勧告を行うことが相

  当である。 

なお，その他の刑事施設においても同様の運用が徹底されるべきであること

  から，法務大臣にも参考送付するのが相当である。 
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